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「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に 
関する調査（平成 30 年度）」の結果の訂正について 

 
 
 

 

 

 

 

１．調査対象 

   全国の公立小学校、中学校、高等学校、義務教育学校、中等教育学校及び特別支援

学校 

 

２．主な調査項目 

（１）日本語指導が必要な児童生徒の状況 

① 学校種別在籍状況 

② 母語別（外国籍の児童生徒）・言語別（日本国籍の児童生徒）在籍状況 

③ 在籍人数別状況 

（２）日本語指導が必要な児童生徒に対する施策の実施状況 

（３）日本語指導が必要な高校生等の中退・進路状況 
 
３．調査結果の主な概要 
（１）日本語指導が必要な児童生徒の学校種別在籍状況 

Ⅰ 日本語指導が必要な児童生徒数 
     ・日本語指導が必要な児童生徒数は、50,75951,126 人で前回調査より 6,8127,179

人増加（15.516.3%増） 
  ・日本語指導が必要な外国籍の児童生徒数は 40,48540,755 人で前回調査より

6,1506,420 人増加（17.918.7%増） 
・日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒数は 10,27410,371 人で前回調査より

662759 人増加（6.97.9%増） 
 
 
 

 文部科学省では、日本語指導が必要な児童生徒の教育の改善充実に資するため、公立

小・中・高等学校等における日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等について調査

を行っております。平成 30 年 5 月 1 日現在で行った調査の結果を取りまとめ、令和元

年 9 月 27 日付で公表しましたが、一部自治体の計上に漏れがありましたので、訂正し

たものを改めて公表します。 



 
（参考）公立学校における日本語指導が必要な児童生徒数（外国籍・日本国籍）の推移 

 
Ⅱ 日本語指導等特別な指導を受けている児童生徒の割合及び数 
  ・日本語指導が必要な外国籍の児童生徒のうち、日本語指導等特別な指導を受

けている者の割合は 79.379.5%で前回調査より 2.42.6 ポイント増加、人数は

32,10632,418 人で前回調査より 5,6966,008 人増加 
・日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒のうち、日本語指導等特別な指導を

受けている者の割合は 74.4%で前回調査より 0.1 ポイント増加、人数は

7,6457,719 人で前回調査より 508582 人増加 
（※）特別な指導とは、在籍学級での指導以外に、「特別の教育課程」による

日本語指導や教科の補習等、当該児童生徒に対して特別な指導を行うこ

と。 
Ⅲ 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の

小学部若しくは中学部において、日本語指導等特別な指導を受けている児童生徒

に占める「特別の教育課程」による日本語指導を受けている者の割合及び数 
・外国籍の児童生徒については、59.860.8%で前回調査より 17.218.2 ポイント増

加、人数は 19,19119,695 人で前回調査より 7,9408,444 人増加 
・日本国籍の児童生徒については、56.457.3%で前回調査より 17.618.5 ポイント

増加、人数は 4,3084,420 人で前回調査より 1,5411,653 人増加 
 

（２）日本語指導が必要な外国籍の児童生徒の母語別在籍状況 
    ・日本語指導が必要な外国籍の児童生徒を母語別にみると、ポルトガル語を母語

とする者の割合が全体の約４分の１を占め、最も多い。 
 



 
 
（３）日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒の言語別在籍状況 

    ・日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒を言語別にみると、フィリピノ語を使

用する者の割合が約 3 割で、最も多い。 
    
（４）日本語指導が必要な高校生等の中退・進路状況 

    ・日本語指導が必要な高校生等の中退・進路状況については、全高校生等と比較

すると中途退学率で７．４倍、就職者における非正規就職率で９．３倍、進学も

就職もしていない者の率で２．７倍高くなった。また、進学率では全高校生等の

6 割程度となった。 
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